
１．はじめに

　過去の地震において，組積構造の盛土式ホーム（以後，
組積盛土式ホーム）を構成する組積壁が転倒または傾斜
する被害が確認されている。しかしながら，その延長距
離は長く，全延長において補強を行うことは経済的に課
題がある。また，組積盛土式ホームの被災形態として，
積み石の抜け出しや全体的な崩壊等が発生しており，対
策の検討には積み石および背面盛土の大変形を伴う多様
な崩壊形態を扱う必要がある。そこで，補強効果，施工
性，経済性に優れた組積盛土式ホームの補強方法の開発
を目的として，解析的検討による有効な補強方法の考案，
補強方法の実験的検証を行った。また，検討結果を踏ま
え，組積盛土式ホームの構造型式に応じた設計が可能と
なるように，組積盛土式ホームの補強設計法について検
討した。

２．組積盛土式ホームの崩壊形態と補強方法

2. 1　崩壊形態
　図 1に一般的な組積盛土式ホームの断面図を示す。組
積盛土式ホームは，笠石，積み石，基礎コンクリートか
らなり，組積構造のため，過去の地震では図 1に示すよ
うな積み石の倒壊，組積壁が一体となった傾斜・滑動等
の被害が発生している１）。
　既往の研究１）において，実物の 1/3縮尺の無補強模型
（積み石：モルタル製・大谷石，目地：空積み，背面盛
土・前面地盤：相対密度 Dr 80% 6号硅砂，支持地盤：
ベントナイト混合砂）の振動台実験が行われている。表

1に模型実験の諸元，表 2に模型地盤の物性値を示す。
これらは地震被害があったホーム，実在するホームの模
型である。これらの模型に対し，5.0Hz，10波の正弦波
加振する振動台実験が行われた１）。
　図 2に各ケースの加振後の模型の状態を示す１）。
Case1は 450gal加振時に 1段目の積み石を支点として
前面側に転倒し積み石が倒壊した。Case2は 500gal加
振時に 4段目の積み石を支点として前面側に転倒し積
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図１　組積盛土式ホームの断面図と被災状況１）

表１　1/3縮尺無補強模型実験の諸元１）

表２　1/3縮尺無補強模型実験の地盤の物性値１）
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み石が倒壊した。Case3は 450gal加振時に 4段目の積
み石を支点とした滑動変位が発生し，600gal加振時に 1
段目以下が前面側に変位し崩壊に至った。
　このように，組積盛土式ホームの崩壊形態は，積み石
が天端から転倒し崩壊する形態（転倒崩壊）と，組積壁
下段から滑動変位し，崩壊する形態（滑動崩壊）があり，
各々の崩壊形態に対し補強方法を検討する必要がある。

2. 2　補強方法
2. 2. 1　数値シミュレーションによる補強方法の検討
　数値シミュレーションを実施し補強方法を検討した。
解析手法には，積み石が離散的に崩壊する挙動や背面盛
土の大変形を扱うことが可能な粒子法の一種である
Material Point Method（MPM）２）を用いた。対象とする
組積盛土式ホームは，図 2に示した Case2の模型のス
ケールを三倍にしたもの（実物大）である。
　組積壁の転倒・滑動抑止対策として，壁前面から棒状

補強材を打設し，これに加え壁の一体化を図るため線路
方向にアングル材を設置し笠石と一段目の積み石の境界
にボルトで連結する方法を検討した。解析ケースとして，
棒状補強材のみ打設したケース（Case1），棒状補強材
とアングル材を設置するもののそれらを連結しないケー
ス（Case2），それらを連結したケース（Case3）を設定
し，L2スペクトル I地震動（G2地盤）（以後，L2SPI
地震動）が作用した場合について検討した。図 3に加振
前後の解析モデルの状況を示す。Case1，2では転倒崩
壊に至り，補強効果が発揮されないが，Case3では崩壊
に至らず，補強効果が認められた。
2. 2. 2　棒状補強材と前面防護工を用いた補強方法
　前項の数値シミュレーションによる検討から，棒状補
強材とアングル材を連結して補強する方法（Case3）が
有効であることが示された。一方，Case1と Case2の解
析結果から積み石間の嚙み合わせが緩く，特に大きな地
震動が作用した場合では，積み石が単独で抜け出し，レー
ル上に転がる危険性が考えられる。そこで，棒状補強材
に加え組積壁前面に抜け出し防護工を施した補強方法を
考案した。図 4に考案した補強方法の概要を示す。前面
防護工としては，石積み壁に実績をもつ崩壊防止ネット
工３），トンネル覆工に実績をもつポリウレア樹脂吹付け
工４）が挙げられる。これらの工法の有効性は 3章で検
証する。

３．組積盛土式ホームの補強方法の有効性検証

　実物大模型を用いた振動台実験を実施し，補強方法の
有効性を検証した。表 3に実験条件，図 5に実験模型
の正面図と側面図を示す。模型形状は，Case2の模型サ
イズを三倍にして実物と同じサイズとした。ただし，実
験に用いる土槽のサイズの制約から棒状補強材長を
2.0mとし，奥行方向の制約から線路方向の積み石の長
さを 1/2の 250mmにしている。また，実物大模型では
前面防護工の性能の検証を行うこととした。前面防護工
については，組積壁前面に崩壊防止ネットを敷設した
ケース（Case4），ポリウレア樹脂を前面半分に吹付け
たケース（Case5），前面防護工が無いケース（Case6）
を設定し実験を行った。

図２　1/3縮尺無補強模型実験の加振後の状況１）

図３　数値解析結果（上：加振前，下：加振後）

図４　耐震補強方法の概要
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　図 6（a）に，崩壊防止ネットを敷設したケース（Case4）
の L2スペクトル II地震動（G2地盤）（以後，L2SPII
地震動）加振後の模型の状況を示す。5段目の積み石で
滑動変位が見られるが，前面への転倒崩壊が回避される
とともに，前面への変位量は 120mm程度であった。そ
の後，Case5，6に対して L2SPII地震動で加振を行った
が，いずれのケースでも崩壊せず Case4と同等の変形，
変位量が観察された。これに加え，ポリウレア樹脂を前
面半分に吹付けたケース（Case5）では，さらに実験模
型の最下段の積み石の前面に H鋼を敷設して固定し，

L2SPII地震動での加振を 3回，最後に 800gal正弦波
（5Hz，10波）加振を行った。図 6（b）にその際に観
察された積み石の抜け出し状況を示す。ポリウレア樹脂
を吹き付けていない箇所は積み石の抜け出しが見られた
のに対し，ポリウレア樹脂を吹付けた箇所は積み石の抜
け出しが防止できていることが確認できる。ネット防護
のケース（Case4）でも同様の性能を確認していること
から，前述した前面防護工は，大地震時での積み石の抜
け出しを防ぐ上で十分な性能を有していると考えられる。

４．組積盛土式ホームの補強設計法

4. 1　安定計算手法を用いた降伏震度の評価方法
4. 1. 1　安定計算手法
　はじめに，組積盛土式ホームの変形が始まる水平震度
である，降伏震度を求めるための安定計算手法について
検討した。模型実験および数値シミュレーションで確認
されたように，組積盛土式ホームの崩壊形態は，ある積
み石の前面側の支点を中心とし，支点より上の積み石群
が一体となった形で転倒または滑動する形態が生じてい
る。そこで，図 7に示すように，各段の積み石の支点に
おいて，転倒，滑動に対する安全率を計算し，その安全
率が 1になる時の水平震度を降伏震度として求めた。ま
た，加振時においては，組積壁の応答増幅を考慮する必
要がある。ここでは，模型実験で観察された変形直前で
の基礎に対する壁天端の応答加速度増幅率を基に，i段
目での応答増幅率 κiを地表面での設計水平震度に乗じ，
i段目の積み石群の慣性力WEQi，地震時主働土圧係数
KAEiを求めることで考慮した。なお，棒状補強材の引抜
き抵抗力 Tiにおいては定着長 Liを考慮した５）。
　壁面摩擦 δはφ/2（φ：背面盛土の内部摩擦角）とし
た。積み石間の摩擦角は，コンクリートブロック及び大
谷石を用いた一面せん断試験によれば，目地が積み石か
ら切れる前の供試体のせん断強度は 80.0～150kPa程度
であり，切れた後は 7.0～38.0℉程度のせん断摩擦角が発
現することを確認している６）。このように積み石間の摩
擦係数はばらつきが大きい物理量であるため，摩擦角

図５　実物大模型の正面図と側面図

表３　実物大模型実験の条件

図６　実物大模型実験の加振後の状況
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25～40℉に対応する摩擦係数を用いて検討した。
4. 1. 2　安定計算手法の有効性検証
　安定計算手法の有効性について，2. 1節に示した 1/3
縮尺模型振動台実験を対象に，実験で観察した降伏震度
とその際の崩壊形態を再現できるか検証した。図 8に各
ケースの模型実験で観察された変形開始時の水平震度と
安定計算より求めた降伏震度の関係，表 4に各ケースに
おける安定計算より求めた降伏震度と，模型実験および
安定計算で確認した段数および崩壊モードを示す。前述

したように，積み石間の摩擦角を 25～40℉の間で変化さ
せて安定計算を行った。この結果，摩擦角 40℉とすると，
変形開始時の水平震度を最小降伏震度として概ね再現で
きるとともに，崩壊形態（転倒または滑動），転倒または
滑動が生じる積み石の段数も再現できることを確認した。
　また，表 4には，3章で示した Case2を補強したケー
スに関する安定計算から得られた降伏震度も示す。本
ケースでも，変形開始時の水平震度，転倒および滑動が
生じる段数，崩壊形態を概ね再現できることを確認した。
4. 1. 3　構造型式・崩壊形態に対する降伏震度算定図
　安定計算手法を用いて，図 2に示した模型実験の対象
である三種類の組積盛土式ホームに対する補強の設計を
行うことを想定し，棒状補強材の長さ，線路方向の打設
間隔，打設角度を変えたパラメトリックスタディを行っ
て降伏震度の算定図を作成した。なお，棒状補強材の径
は 150mmに固定した。また，打設角度については，降
伏震度の大きさに及ぼす影響が小さいことが判明したた
め，補強材長，打設間隔をパラメータとして算定図を作
成した。図 9に作成した算定図を示す。

4. 2　数値解析結果を用いた最大残留変位の評価方法
4. 2. 1　解析モデル
　模型実験や数値シミュレーションの結果において，地
震後の残留変位は図 10に示すように棒状補強材が打設
されていない箇所の中間で最大になる。そのため，組積

図８　�実験の変形開始時の水平震度と解析から求めた降
伏震度の関係

表４　�安定計算より求めた降伏震度と実験および計算で
観察された段数および崩壊モード

図９　降伏震度の算定図

図７　安定計算モデルの模式図
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壁の転倒，滑動ともに，組積壁自体の変形に伴う残留変
位も考慮する必要がある。そこで，前述したMPMを用
いてパラメトリックスタディを行い，最大残留変位を求
めた。
　はじめに，数値シミュレーション手法の精度を検証す
るため，3章で示した Case4の補強模型に対する振動台
実験の再現解析を行った。積み石間の目地部の強度につ
いては，実際の盛土式ホームの目地部の一面せん断試験
のシミュレーションから，摩擦角 26.6℉に相当する目地
部での内部摩擦角として，22.0℉を用いた７）。図 11に中
央笠石位置での実験および解析から得られた水平変位の
時刻歴と加振後の状況を示す。変位が大きくなる状態ま
で概ね再現できることを確認した。
4. 2. 2　残留変位計算用ノモグラム
　上記の数値シミュレーション手法を用いてパラメト
リックスタディを行い，残留変位計算用ノモグラムを作
成した。盛土式ホームの高さは在来線列車の諸元に応じ
て設定されることから，一般的に，基礎コンクリートか
ら笠石までの高さは 1.6m程度であると考えられる。こ

の点を踏まえ，高さ 1.6m程度の図 2に示す三種類の盛
土式ホームを対象にパラメトリックスタディを実施した。
　表 5に解析パラメータを示す。背面盛土の粘着力につ
いては，1.0～4.0kPa（内部摩擦角は 40.0℉に固定）の範
囲で変化させた。これは，実際の組積盛土式ホーム背面
の盛土の試料を用いた室内試験６）で確認された盛土材
料が，細粒分まじり砂質礫（粘着力：1.60kPa，内部摩
擦角：45.0℉）であったこと，駅ホームは常時お客様が
利用する施設であり，背面盛土には砂質礫のような良質
な材料が使用されていると考えられることを踏まえ，土
構造標準８）における土質 1（盛土表層部，c＝3.0kPa，
φ＝40.0℉）相当として設定したものである。また，入
力地震動として，L2SPIおよび L2SPII地震動（水平お
よび鉛直動）を用いた。
　パラメトリックスタディから得られた残留変位と安定
計算で得られた降伏震度の関係（残留変位計算用ノモグ
ラム）を図 12に示す。なお，図中の 60mmと 160mmは，
それぞれ一般的な車両とホームの離れ，積み石の奥行幅
の半分の値である。

4. 3　補強設計法のフロー
　図 13に安定計算手法と残留変位計算用ノモグラムを
用いた補強設計法のフローを示す。はじめに，補強仕様
を設定し，作用と抵抗力を算定する。次に，安定計算手
法または算定図により降伏震度を求め，地震動の最大水
平震度と比較する。降伏震度が最大水平震度より小さい
場合は，残留変位計算用ノモグラムより対象地震動に対
する最大残留変位量を求め，この最大残留変位量が建築
限界や車両限界等から求まる制限値内にあることを照査
する。なお，アングル材については，あと施工アンカー
の手引き９）等を参照し，ボルトの引き抜き抵抗，せん
断抵抗を考慮した照査を行い，設計地震動相当が作用し
た状態でも破壊しないことを確認する。

５．まとめ

　組積盛土式ホームの補強方法の開発を目的に，実験お
よび解析的検討を行い，補強設計法を構築した。以下に

図10　降伏震度と残留変位の照査位置

図11　Case4 の実験結果と解析結果の比較

表５　パラメトリックスタディの解析パラメータ

特集：既設構造物の維持管理・診断・補強技術

鉃道総研報告　Vol.35,  No.7,  2021 45



本研究で得られた知見の要点を示す。
（1） 棒状補強材とアングル材，前面防護工を用いた，

L2地震動クラスの大地震時に対しても高い補強効
果を有し，経済的に補強可能な補強方法を開発した。

（2） 実物大模型を用いた振動台実験と数値シミュレー
ションにより，組積盛土式ホームの崩壊形態を確認
するとともに，開発した補強方法の有効性を検証した。

（3） 安定計算手法と残留変位計算用ノモグラムによる組
積盛土式ホームの補強設計法を提案した。
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